
福祉用具の管理担当者について

3 アンケート調査の結果 ３－１
高齢者施設における福祉用具管理の現状

アンケート調査の集計結果の中から、主なものをご紹介します。
はじめに、施設における福祉用具の管理担当者の設置の有無から管理担当者の職種や資格等、施設におけ
る福祉用具の管理の現状を紹介します。

●用具関係の保有資格

6.2

3.8

10.0

16.2

53.1

9.4

15.6

10.4

60.4

4.2

0

福祉用具専門相談員

福祉用具プランナー

福祉住環境コーディネーター

その他

特になし

10 20 30 40 50 60 70
（%）

介護老人福祉施設(N=130) 介護老人保健施設(N=96)

福祉用具管理担当者の福祉用具
関係の保有資格としては、介護
老人福祉施設、介護老人保健施
設ともに「特になし」が大半で
す。

福祉用具の管理担当者について
は、介護老人福祉施設、介護老
人保健施設ともに担当者をおい
ていない施設が約半数にのぼ
り、担当者を決めている施設は
４割程度にとどまっています。

●福祉用具管理担当者の設置

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

担当者を決めている　　担当者を決めていない
外部に委託している　　無回答

(%)

38.5

45.3

52.6

47.6

2.4
6.5

6.6
0.5

福祉用具管理担当者の職種は介
護老人福祉施設では介護職が４
割弱で最も多いです。介護老人
保健施設ではＰＴ・ＰＴ・ＳＴ
が４割強で最も多くなっていま
す。

●福祉用具管理担当者の職種

9.2

12.5

13.8

2.1

10.0

43.8

38.6

29.2

7.7

3.1

19.2

8.3

1.5

1.0

介護老人福祉施設
(N=130)

介護老人保健施設
(N=96)

管理職　　ケアマネジャー　　PT、OT、ST　　介護職
事務職　　その他　　　　　　無回答

(%)
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用具の計画的整備

管理・メンテナンスの現状

3 アンケート調査の結果 ３－２ 福祉用具の管理・メンテナンスの体制

福祉用具の整備について計画的に取り組まれているか、管理・メンテナンスについて組織的な位置付け・
役割が決まっているか、といった福祉用具の管理運営体制について紹介します。

福祉用具の整備を計画的に行ってい
るのは３割程度、そのうち年度計画
に沿って整備しているのは２割程度
です。

●計画的な整備・充実の仕組み

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

年度ごとの計画に沿って整備している　　中長期的な計画に沿って整備している
明確な整備計画はない　　　　　　　　　無回答

(%)

16.3

17.9

11.5

10.8

68.9

67.5

3.3

3.8

整備計画を有する施設の整備目標は
「状態像に合わせた自立支援の実現」
が約６割です。

●整備目標

介護老人福祉施設
(N=94)

介護老人保健施設
(N=61)

状態像に合わせた自立支援の実現　　介護負担の軽減　　その他　　無回答

(%)

60.7

59.0

22.3

16.4 9.8

17.0

14.8

管理・メンテナンスの仕組みとして
は「担当者はいるが組織的な仕組み
はない」が４割弱、「組織も担当者
も決まっていない」が２割強です。

●管理・メンテナンスの仕組み
1.5

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

施設内に組織的な仕組みがある　　　　　担当者が外部の事業者を使って対応
担当者はいるが組織的な仕組みはない　　組織も担当者も決まっていない　　　　　無回答

(%)

16.3

26.4

19.5

9.9

38.7

38.3

24.0

22.6
2.8

リハ専門職の関与の仕方は、介護老
人福祉施設では「必要に応じて専門
的立場でアドバイスする」が４割強、
介護老人保健施設では「必要に応じ
て専門的立場でアドバイスする」が
約８割です。

●リハ専門職の関与の仕方

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

管理体制を指導する　　　　　　　　　　必要に応じて専門的立場でアドバイスする　　その他
管理の仕組みを作って運用を指導する　　特に明確な役割は決まっていない　　　　　　無回答

(%)

6.6 6.1

26.9

77.9

15.4 11.2

8.5
0.9

42.0
2.4

2.1

福祉用具の消毒は、「利用状況を見
て必要に応じて随時消毒する」が５
割強です。介護老人福祉施設と介護
老人保健施設の差はほとんどありま
せん。

●福祉用具の消毒

7.1

6.6 9.0

53.8

50.4

5.9

11.8

27.2

17.0
2.4
3.3

1.2

1.9
利用者が用具を交換する時に消毒する　　　　用具の利用者が替わる時に消毒する　　その他
用具の種類別に期間を決めて消毒する　　　　特に定められていない　　　　　　　　無回答
利用状況を見て必要に応じて随時消毒する

(%)
2.4

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

福祉用具の消毒を行っている人につ
いては、「基本的に施設内で消毒し
ている」が過半数でした。また、「不
明」も３割程度です。

●消毒の担当者

61.3

51.2
2.7

11.5 32.8

28.38.5

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

基本的に施設内で消毒している　　　　その他の事業者（消毒事業者等）に委託している　　その他
福祉用具供給事業者に委託している　　福祉用具の種類によって異なる　　　　　　　　　　無回答

(%)1.5 0.3

0.5 1.4
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3 アンケート調査の結果 ３－３ 福祉用具の適用判断、利用指導

入所時の入所者の実質的な福祉用具の必要性の判断や入所後に使用している福祉用具の見直し、職員むけ
の研修、重点的に利用指導している福祉用具等について紹介しています。

入所時について

入所後の対応

介護老人福祉施設では、入所者に対する
実質的な福祉用具の必要性の判断をする
人は、「介護スタッフとリハ専門職によ
る協議（チーム方式）」が３割強にのぼり、
「次いで介護スタッフ」が 2割でした。
一方、介護老人保健施設では「介護ス
タッフとリハ専門職による協議（チーム
方式）」「作業療法士、
理学療法士、言語聴覚士」がそれぞれ 3
割強であり、施設特性の違いを反映した
結果となっています。

●必要性の判断をする人
(%)

医師 作業療法士（OT）、理学療法士（PT）、言語聴覚士（ST）
医師とリハ専門職による協議（チーム方式）施設のケアマネジャー　

介護スタッフ 介護スタッフとリハ専門職による協議（チーム方式）　
明確に決まっていない その他
無回答

2.4
33.0 7.5

11.5 19.8 33.2

37.8

16.0

11.8

9.2 4.7
0.3
5.0

0.3

1.40.5
4.7

0.9

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

介護老人福祉施設では入所時点で「特定
の状態像の入所者を除いて、状態像に
合った適用ができている」が５割弱、「ほ
ぼ全ての入所者について、状態像に合っ
た適用ができている」が３割強でした。
介護老人保健施設では「特定の状態像の
入所者を除いて、状態像に合った適用が
できている」が７割弱にのぼり、「ほぼ
全ての入所者についてできている」を合
わせると９割を超えます。

●入所時点での適合状況
(%)

32.0

26.4

46.4

63.7

19.8
0.6

8.5
0.5

0.9

1.2

ほぼ全ての入所者について、状態像に合った適用ができている

無回答

状態像に合った適用ができている入所者は少ない
状態像に合わせた福祉用具の適用はあまり考えていない

特定の状態像の入所者を除いて、状態像に合った適用ができている

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

介護老人福祉施設では「介護スタッフ」
が３割強にのぼり、「介護スタッフとリ
ハ専門職による協議（チーム方式）」は
３割弱でした。
介護老人保健施設では「作業療法士
（OT）、理学療法士（PT）、言語聴覚士
（ST）」、「介護スタッフとリハ専門職に
よる協議（チーム方式）」がそれぞれ４
割強にのぼり、リハ専門職の関与が普及
しています。

●使い方の指導をする人
(%)

医師 作業療法士（OT）、理学療法士（PT）、言語聴覚士（ST）
医師とリハ専門職による協議（チーム方式）施設のケアマネジャー　

介護スタッフ 介護スタッフとリハ専門職による協議（チーム方式）　
明確に決まっていない その他
無回答

0.3
8.3

42.5

3.3
35.1 28.4

43.9

15.4 5.9
3.3

0.9
4.2 6.1

1.9

0.5

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

入所中に、福祉用具の変更・調整の必要
性の確認をする方法は、「必要に応じて
随時確認する」、「日常的に介護業務のな
かで福祉用具にも目配りする」がそれぞ
れ５割弱でした。

●変更・調整の必要性の確認の方法
(%)

46.4

51.0

50.3

46.7

1.5

0.9 0.6

1.4

1.2

日常的に介護業務のなかで福祉用具にも目配りする

無回答月に１回程度、日時を決めて一斉に確認する

必要に応じて随時確認する
週に１回程度、日時を決めて一斉に確認する その他

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

−4−



3 アンケート調査の結果 ３－３ 福祉用具の適用判断、利用指導

入所後の対応（つづき）

全体では「介護スタッフとリハ専門職
による協議（チーム方式）」が４割弱
でした。また、介護老人保健施設では
「介護スタッフとリハ専門職による協
議（チーム方式）」が５割弱、「作業療
法士（OT）、理学療法士（PT）、言語
聴覚士（ST）」が３割強でした。

●見直しの判断をする人
(%)

医師 作業療法士（OT）、理学療法士（PT）、言語聴覚士（ST）
医師とリハ専門職による協議（チーム方式）施設のケアマネジャー　

介護スタッフ 介護スタッフとリハ専門職による協議（チーム方式）　
明確に決まっていない その他
無回答

0.5
36.8

2.8

8.3 20.7 34.3

44.8

16.3

9.0

9.2
3.80.3

7.1

1.4
3.8
0.9

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

研修

職員向けの研修の方法をどのように
行っているかについては、「年に何回
かは実施している」が５割弱、「実施
していない」が４割強でした。

●職員向けの研修
(%)

4.1

3.3

45.3

46.7

43.5

44.8

4.1

3.31.9

3.0

月に１回程度以上実施している
無回答年に何回かは実施している 実施していない

２、３ヶ月に１回程度実施している

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

退所前に、退所後の福祉用具利用指導
を行っているかについて、介護老人福
祉施設では「不明」が４割弱、「退所
時には福祉用具の利用指導は行わな
い」が３割弱と多いです。
介護老人保健施設では「退所者からの
要望に応じて状態に応じた指導を行
う」が４割弱、「全ての退所者に対し
て状態に応じた個別の指導を行う」が
３割強、ほとんどの施設が何らかの形
で退所時にも福祉用具利用指導を行っ
ています。

●退所後の利用指導
(%)

35.0 24.5

15.4 27.8 9.2

34.0

39.0
2.7

4.1

4.2

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

1.8

1.40.9

全ての退所者に対して状態に応じた個別の指導を行う
留意すべき状態の退所者に対して状態に応じた個別の指導を行う
退所者からの要望に応じて状態に応じた指導を行う
どの退所者に対しても同様の指導を行う
退所時には福祉用具の利用指導は行わない

その他
無回答

重点的に指導する福祉用具

施設として、適用、利用指導を特に重
点的に行っている福祉用具は、全体で
は「車いすおよび付属品」が６割強、
「床ずれ防止用具」が４割弱、「歩行器・
歩行補助用具」が３割程度でした。

●重点的に指導している福祉用具

0 10 20 30 40 50 60 70
（%）

62.7

24.3

42.0

24.9
7.4

6.8

6.2

24.3

2.1

16.5

30.7

48.1

11.8

5.7

3.3

22.2

3.8

59.9車いすおよび付属品

特殊寝台および付属品

床ずれ防止用具

歩行器・歩行補助用具

手すり

移動用リフト

その他

特にない

無回答

介護老人福祉施設(N=338) 介護老人保健施設(N=212)
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福祉用具供給事業者との接触機会

福祉用具供給事業者との連携

3 アンケート調査の結果 ３－４ 福祉用具供給事業者との連携

福祉用具供給事業者との接触機会・連携など、施設と供給事業者がどのようなタイミングに連携を図って
いるかを紹介します。

福祉用具事業者と接触がある場合の
主な機会は、「機器・設備等の整備
（メンテナンス）の相談相手として」
が６割強、「入所者の個別ケース対
応の際の相談相手として」が約５割、
「定期的な情報提供者として」が３
割強、「計画に沿った福祉用具の調
達先として」が約３割でした。

●福祉用具事業者との接触機会

0 10 20 30 40 50 60 70 80
（%）

34.0

37.9

55.0

70.7

1.2

7.7

2.7

25.0

52.8

51.4

34.4

8.0

2.8

34.4
計画に沿った福祉用具の

調達先として

定期的な情報提供者として

入所者の個別ケース対応の
際の相談相手として
機器・設備等の整備

（メンテナンス）の相談相手として
入所者の退所後の在宅環境整備の

相談相手として
情報交換会、セミナーなどの

メンバーとして

その他

介護老人福祉施設(N=338) 介護老人保健施設(N=212)

福祉用具供給事業者との定期的な接
触機会は、「随時（必要に応じて）」
が４割強でした。

●福祉用具事業者との定期的接触機会
(%)

16.3

14.6

16.6

12.3

5.6

4.2

2.1
43.1

45.8

13.6

18.4

2.7

3.31.4

週に１回 月に２、３回 月に１回程度　 年に２、３回
随時（必要に応じて） 定期的接触はない 無回答

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

入所時における入所前生活環境確認
に関して、福祉用具供給事業者と相
談または連携することがあるかにつ
いては、「相談または連携をするこ
とがある」は２割程度でした

●入所前における福祉用具事業者との連携
(%)

25.7

17.9

71.9

79.3

2.4

2.8

相談または連携をすることはない 無回答相談または連携をすることがある

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

入所者の入所中の自立支援に関して
は、「相談または連携をすることが
ある」が全体で５割強でした。介護
老人保健施設では５割弱でやや少な
くなりました。

●自立支援に関しての相談
(%)

52.9

45.3

44.7

52.3

2.4

2.4

相談または連携をすることはない 無回答相談または連携をすることがある

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)
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福祉用具活用を勧めるために

福祉用具貸与の必要性

3 アンケート調査の結果 ３－５ 施設における福祉用具利用の促進に向けて

福祉用具の活用をすすめるために必要な条件、今後導入したい福祉用具、福祉用具貸与の必要性など、高
齢者施設等における福祉用具の利用促進に関する項目を紹介します。

介護老人福祉施設では、「継続的に
福祉用具活用の実際的な情報が得ら
れること」、「必要な福祉用具を随時
調達できる方法を確保すること」等
がそれぞれ約５割でした。介護老人
保健施設では「継続的に福祉用具活
用の実際的な情報が得られること」、
「多様な福祉用具を施設で保有する
こと」、「必要な福祉用具を随時調達
できる方法を確保すること」が５割
弱でした。

●福祉用具活用を進めるための条件
0 10 20 30 40 50 60

（%）

47.6

46.2

21.3

36.1

52.1

51.8

3.6

45.3

38.2

41.5

49.5

43.4

2.8

36.3
福祉用具利用を随時指導できる

専門人材がいること
継続的に福祉用具活用の

実際的な情報が得られること
入所、退所に際して在宅の

福祉用具利用の状況がわかること
多様な福祉用具を
施設で保有すること

必要な福祉用具を随時調達
できる方法を確保すること
福祉用具の消毒・修理など

メンテナンスの体制を整えること

その他

介護老人福祉施設(N=338) 介護老人保健施設(N=212)

入所者の自立支援を進めるため、今
後導入したい福祉用具の有無につい
ては、「ある」が約６割でした。
導入したい福祉用具は、「車いす・
付属品」が６割強、「床ずれ防止用具」
が４割弱、「歩行器・歩行補助用具」
が３割強でした。

●今後導入したい福祉用具
0 10 20 30 40 50 7060

（%）

62.1

27.1

35.0

17.2

16.3

29.1

20.2

10.8

28.2

35.1

17.6

16.8

43.5

22.9

8.4

63.4車いす・付属品

特殊寝台・付属品

床ずれ防止用具

体位変換器

手すり

歩行器・歩行補助用具

移動用リフト

その他

介護老人福祉施設(N=203) 介護老人保健施設(N=131)

入所中の入所者に対する福祉用具の
貸与（レンタル）の必要性について
は、「レンタルは必要」という回答
が多く、介護老人福祉施設では７割
以上、介護老人保健施設では８割以
上でした。

●入所者に対する福祉用具貸与の必要性
(%)

76.0

82.6

15.4

9.9

8.6

7.5

レンタルは必要ない 無回答レンタルは必要

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

退所時の復帰訓練中に入所者への福
祉用具の貸与（レンタル）の必要性
の回答も多く、介護老人福祉施設で
は「レンタルは必要」が６割弱、介
護老人保健施設では９割以上が必要
と回答しました。

●復帰訓練時の福祉用具貸与の必要性
(%)

57.7

90.6

20.7

6.1

21.6

3.3

介護老人福祉施設
(N=338)

介護老人保健施設
(N=212)

レンタルは必要ない 無回答レンタルは必要
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